
受付番号　第　　　　号
令和６年度　広島市住宅耐震改修等補助事業申込書

令和　　年　　月　　日

申込者（所有者等）  フリガナ　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補助対象となる住宅の所在地（現住所と異なる場合）
　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

予定している補助対象事業　　
＊　いずれかにチェックしてください。
□  耐震改修事業　　　     □  現地建替え事業　　
□  非現地建替え事業　 　  □  除却事業
補助対象住宅の要件の確認　
＊　次のすべての条件を満たしていることを確認の上、チェックしてください。
□　市内に存する木造在来軸組構法及び伝統的構法の住宅である。
□　昭和５６年（１９８１年）５月３１日以前に着工された一戸建て住宅※1である。
　　（建築時期：　　　　　　年　　　　月　　　　日）

　　※１・店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の2分の1未満のものを含む。
　　 　　・過去に増築が行われている場合について

建築基準法上、建築確認申請手続の必要性の有無にかかわらず、増築を行う場合
には既存部分も含め増築時の耐震基準に適合させなければならないとされている
ため、昭和５６年６月１日以降に増築された住宅は、その当時の耐震基準(新耐震
基準)を満たしていると判断し、原則、補助対象外となります。不明点等ございま
したら、広島市住宅政策課までお問い合わせください。
□　地階を除く階数が２以下である。
□　販売を目的とするものでない。
□　国又は他の地方公共団体から、広島市住宅耐震改修等補助事業の補助金の交付の
対象と同一のものに対して、補助金の交付を受けていないものである。
＊　いずれかにチェックしてください。
□　耐震診断の結果、構造評点が０．７未満である※2
※2：構造評点は、建築士の作成した耐震診断結果報告書により確認してください。
□　簡易耐震診断による評点の合計が７以下である。
（現地建替え事業・非現地建替え事業・除却事業に限ります。）
補助対象者の要件の確認
＊　次のすべての条件を満たしていることを確認の上、チェックしてください。
□　補助対象住宅の所有者、所有者の配偶者又は一親等の親族である。
□　補助対象住宅に居住している者又は居住予定者※３である。
※3：居住予定者は、耐震改修事業及び現地建替え事業に限ります。
□　補助対象事業完了後も広島県内に居住する予定である。
□　世帯の主たる生計維持者の市税の滞納がない。
□　世帯の主たる生計維持者の前年の所得金額が1,200万円以下である。
